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＜市町村DX推進アドバイザー制度の実績例＞

 市町村のDX推進を⽀援するため、府が確保したアドバイザーの市町村への派遣
に加え、令和5年度は「⼤阪版 デジタル⼈材シェアリング事業」を実施予定

３ DX推進アドバイザー制度に加えデジタル人材シェアリング事業を実施予定 【大阪府】

＜⼤阪版 デジタル⼈材シェアリング事業のスキーム＞

事業の概要

○ 府がDXの推進について知⾒のある事業者を確保し、「DX推進アドバイザー」として市町村に派遣することで、
市町村の取組を⽀援するほか、市町村間での好事例の横展開やシステム共同化等を促進。

○ 令和5年度より、「DX推進アドバイザー」よりも更に密な⽀援を⾏うため、外部デジタル⼈材を共同で確保し、
希望市町村への専⾨的な⽀援を⾏う、「⼤阪版 デジタル⼈材シェアリング事業」を実施予定。

実績例 実績例における業務内容

職員向けDX研修 ⾃治体DXの概要説明や推進に関する研修を管理
職・⼀般職員向けに実施

情報システムの標準化・
共通化への対応⽀援

今後の動向や資料の概要説明に関する勉強会を情
報部⾨及び原課職員向けに2度実施。
府内全市町村を団体規模でグループ分けし、意⾒交
換会を実施。

AI⾳声認識・議事録作
成システム導⼊⽀援

AI⾳声認識・議事録作成システムの知識習得を⽬
的としたハンズオンセミナーを実施。

遠隔相談窓⼝システム
導⼊⽀援

⽀所等でも遠隔で窓⼝対応が可能となる遠隔窓⼝
システムの知識習得を⽬的としたハンズオンセミナーを
実施。

窓⼝⽀援システム導⼊
⽀援

⾃治体における各種⾏政⼿続きについて、クラウド経
由で様々な申請書を作成するシステムの知識習得を
⽬的としたハンズオンセミナーを実施。

⽇常業務の相談受付 選定事業者による好事例やノウハウの共有。
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近況や苦労・⼯夫している点を教えてください。
現⾏の市町村DX推進アドバイザー制度では各⾃治体に⼊り込んだ⽀援（⾸⻑レクへの同席、原課調整への同

席、ベンダー協議への同席、１団体に対する研修など）は不⼗分でした。
これを踏まえ、令和５年度から市町村にも負担を求める形で、希望のあった13団体と「⼤阪版 デジタル⼈材

シェアリング事業」をスタートする予定です。

【参考情報】 ⼤阪府⼈⼝︓880.1万⼈
関連ＵＲＬ︓⼤阪市町村スマートシティ推進連絡会議(GovTech⼤阪)(https://www.pref.Osaka.lg.jp/digital_gyosei/govtechosaka/index.html)

☆担当︓⼤阪府 スマートシティ戦略部 地域戦略推進課 市町村DXグループ☆

今後の展望を教えてください。
令和５年度は「⼤阪版 デジタル⼈材シェアリング事業」に加え、「電⼦契約システム」の共同化を予定しています。

３ DX推進アドバイザー制度に加えデジタル人材シェアリング事業を実施予定 【大阪府】

（大阪府）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。
府のスマートシティ戦略の⽬標である住⺠QoL向上の実現のためには住⺠に近い市町村を⽀援し、連携していくこ

とが必要不可⽋です。市町村アンケートで市町村がDXを推進するための課題として「カネ・ヒト・スキル」など浮き
彫りとなっており、⼤阪府としても市町村の取組を後押しするため、⼀層の⽀援を実施することを決めました。

取組にコストはかかりましたか。
■スマートシティ戦略推進補助⾦（予算︓40,213千円）

市町村が実施する住⺠のQoLの向上や都市機能強化を図る事業や、複数市町村で連携して取り組むn対
nサービス事業等に対して、事業費の補助を⾏うもの。

■市町村DX推進アドバイザー制度（予算︓10,071千円）
府が、ICT系コンサルティング企業との委託契約によりアドバイザーを確保し、府職員とタッグを組んで市町村のデ

ジタル化を⽀援するもの。

活⽤した国の⽀援策を教えてください。
これまでは「新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦」を活⽤しています。
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参考資料
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